
　令和７年度一般会計補正予算（第１号）は、宿泊税の導入に係る費用や物価高騰の影響を受けた

子育て世帯を支援するための費用について計上しています。

　賦課事務経費で１，１３１万７千円、観光振興事業で２２万６千円のほか、学校給食給与等管理

費で１，５４５万７千円を計上し、補正後の一般会計予算額は１３３億２，７００万円となります。

（単位：千円）

13,300,000 27,000

国民健康保険事業 2,690,000 0

介護保険事業 2,843,000 0

定期航路事業 665,000 0

後期高齢者医療 624,000 0

6,822,000 0

2,000,500 0

208,400 0

2,208,900 0

22,330,900 27,000合 計 22,357,900

企

業

会

計

水道事業 2,000,500

下水道事業 208,400

小　　　　計 2,208,900

一 般 会 計 13,327,000
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会

計

2,690,000

2,843,000

665,000

624,000

小　　　　計 6,822,000

令和７年度一般会計補正予算（第１号）の概要

Ⅰ　補正予算の規模

～　一般会計、特別会計、企業会計補正予算の規模　～

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額
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（単位：千円・％）

補正前
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

構成比

2,800,371 2,800,371 21.0

69,000 69,000 0.5

1,000 1,000 0.0

11,000 11,000 0.1

13,000 13,000 0.1

60,000 60,000 0.4

475,000 475,000 3.6

10,000 10,000 0.1

9,000 9,000 0.1

3,850,000 3,850,000 28.9

1,000 1,000 0.0

20,026 20,026 0.1

263,409 263,409 2.0

1,285,940 15,457 1,301,397 9.8 15,457

813,169 813,169 6.1

47,393 47,393 0.4

1,151,300 1,151,300 8.6

1,564,986 11,543 1,576,529 11.8 11,543

50,000 50,000 0.4

246,806 246,806 1.8

557,600 557,600 4.2

13,300,000 27,000 13,327,000 100.0

市 債

歳 入 合 計

繰 入 金 財政調整基金繰入金

繰 越 金

諸 収 入

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

地 方 特 例
交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策
特 別 交 付 金

法 人 事 業 税
交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金

環 境 性 能 割
交 付 金

利子割交付金

配当割交付金

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

地 方 譲 与 税

Ⅱ　一般会計歳入補正予算の状況

区 分 主な補正予算の内容

市 税
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（単位：千円・％）

補正前
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

構成比

123,678 123,678 0.9

3,446,550 11,317 3,457,867 25.9 11,317

3,665,539 3,665,539 27.5

1,434,609 1,434,609 10.8

401,785 401,785 3.0

325,283 226 325,509 2.4 226

767,986 767,986 5.8

586,165 586,165 4.4

1,050,963 15,457 1,066,420 8.0 15,457

19,800 19,800 0.2

1,262,642 1,262,642 9.5

205,000 205,000 1.5

10,000 10,000 0.1

13,300,000 27,000 13,327,000 100.0歳 出 合 計

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

消 防 費

教 育 費 学校給食給与等管理費

災 害 復 旧 費

農林水産業費

観 光 商 工 費 観光振興事業

土 木 費

総 務 費 賦課事務経費

民 生 費

衛 生 費

Ⅲ　一般会計歳出補正予算の状況

区 分 主な補正予算の内容

議 会 費
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一般会計

款 2 項 2 目 2
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　持続可能な観光まちづくり施策に要する財源として令和８年度から導入を予定している宿泊税

について、宿泊者から徴収する特別徴収義務者（旅館業法、住宅宿泊事業法に規定する事業者）

の事務負担の軽減と円滑な徴収を図るため、税制度の説明と周知に要する費用やシステム整備等

の支援に要する費用を補正します。

○宿泊税システム整備費補助金概要

補助対象者　　　　　　　：旅館業法及び住宅宿泊事業法に規定する事業者

補助対象事業及び補助金額：レジシステムの新規購入及び改修の場合 上限50万円

　　　　　　　　　　　　　ハードウェア等の新規購入の場合 上限20万円

【主な経費】

電算委託料 554千円

補助金（宿泊税システム整備費） 10,500千円

款 6 項 1 目 2
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　持続可能な観光まちづくり施策に要する財源として令和８年度から導入を予定している宿泊税

の制度や使途について、宿泊者と事業者へ周知を行うため、啓発用のチラシ等を作成する費用を

補正します。

【主な経費】

印刷製本費 200千円

通信運搬費 26千円

予算額 226 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 226

予算科目 観光商工費 観光費 観光振興費 観光振興事業

中事業名 【継続】 観光振興推進事業
担当課 観光商工課 9 ページ

まちの姿 人が集い活力あふれるまち

予算科目 総務費 徴税費 賦課徴収費 賦課事務経費

地方債 0 その他 0
予算額 11,317 千円

国庫 0

9

県 0 繰入金 0 一般財源

中事業名 【新規】 宿泊税賦課経費
担当課 税務課 ページ

まちの姿
効率的・効果的なまちづくりを進めるため
に（行政改革大綱）

11,317
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款 9 項 6 目 4
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　物価高騰の影響を受けた子育て世帯を支援することを目的に、市内小中学校児童生徒の４月分

から６月分の学校給食費を無償化するための費用を補正します。

【主な経費】

補助金（学校給食費無償化事業） 15,457千円

【主な財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 15,457千円

予算額 15,457 千円
国庫 15,457 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 教育費 保健体育費 学校給食費 学校給食給与等管理費

中事業名 【拡充】 学校給食運営事業
担当課 学校教育課 9 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち
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